
の確実性、迅速性および、消防団員を諸制式に熟練させ、その部
施策目的・

(2)目的 どの関係機関と連携しながら、各種防火・防災訓練や住宅用火災警報器の設置促進などに努め、地域防災力 事業目的 隊行動を確実軽快にし、厳正な規律を身に付けさせ、諸般の要求に適応する為の基礎を作る。
展開方向

の強化を図ります。
地域防災力の強化・充実のため、地域防災活動の中核となる消防団員の消防活動に対する教育訓練等を積極 ・規律訓練、５月中に市内２１ヶ分団を召集し実施。
的に支援するとともに、各種訓練を通じ消防団と消防署の連携を強化する。 ・操法訓練、５月から６月までの間にて市内２１ヶ分団で実施。

当該年度 ・操法大会、５月から６月までの間にて我孫子市消防操法大会を実施。
執行計画 ・水防訓練、６月に我孫子市内において我孫子市、柏市共催にて実施。

(3)事業内容 内　　容 ・その他の業務、２０２０年１月中に消防出初式を市内２１ヶ分団および、消防本部、署にて実施。

団行事の開催回数 想定値 7当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防資器材の操作の確実性、迅速性および団員の資質の向上。 直接 団行事の開催回数 回 7 7

令和 2年度 消防資器材の操作の確実性、迅速性および団員の資質の向上。 直接 団行事の開催回数 回 7

令和 3年度 消防資器材の操作の確実性、迅速性および団員の資質の向上。 直接 団行事の開催回数 回 7

団員の職業がサラリーマン化傾向にあり各種訓練への出席率が低下しているため、知識技術を熟練するまでに時間がかかる。
(7)事業実施上の課題と対応 マニュアル等の資料を団員に配布することで対応する。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

規律訓練 規律訓練 規律訓練 規律訓練
操法訓練 操法訓練 操法訓練 操法訓練
水防訓練 水防訓練 水防訓練 水防訓練
その他業務 その他業務 その他業務 その他業務

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 10.52 10.18 10.18 10.52 10.52
正職員人件費 92,576 89,584 89,584 92,576 92,576

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 92,576 89,584 89,584 92,576 92,576
(11)単位費用

13,225.14千円／回 12,797.71千円／回 12,797.71
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域防災力の強化・充実のため、地域防災活動の中核となる消防団員の消防活動に対する教育訓練を充実させ、さらに消 ●①事前確認での想定どおり
防団と消防署の連携を強化することは、市民の安全安心を確保するために必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

消防団等の活動を支援し消防署と連携することで地域防災力の強化・充実を図ることが市民の安全安心を確保することに
繋がっているため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 消防団等の事業については地域防災において重要な役割を担

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 っていることから、市民の安心安全の確保のために市が主導
□その他 　促進された で進める必要がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 該当なし。 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
7 7 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおり消防団行事を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 7 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 89,584 2,992 89,584 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.23

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

回 10万円 0.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、地域防災の担い手として重要な役割を果たしている消防団の定数を確保し、女性防火クラブ等の関係と相互に連携することで地域防
災力の強化を図るにあたる必要不可欠な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 965 課コード 1004 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防団等の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・西消防署

個別事業 団行事 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 80 人 (換算人数 10.18 人）
(1)事業概要

(当　初) 89,584 千円 (うち人件費 89,584 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

消防団員の確保に取り組むとともに、市民の防火・防災意識を一層高めるため、消防団や女性防火クラブな 各種訓練、演習等を通し消防資器材の操作



を高める事により、地域格差の無い自主防災意識の確立を図り、災害を最小
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 限度に抑える。
展開方向

・住宅用火災警報器の設置の推進及び維持管理指導。 随時：自衛消防訓練
・自衛消防訓練等で避難訓練・消火訓練及び防災資機材の取扱い指導。 火災発生時：火災原因調査　
・火災発生時に原因の究明のための火災原因調査。　 当該年度 春・秋火災予防運動中、火災気象通報発令中及び災害時の避難広報等　
・火災予防運動中、火災気象通報発令中及び災害時の避難等の広報活動。　　　　　　　　　　　　 執行計画 ６月：住宅用火災警報器の設置率調査

(3)事業内容 内　　容

自衛消防訓練実施件数（消火・避難・通報） 想定値 800当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 768

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 火災予防活動を推進し、火災発生件数を減少する。 直接 自衛消防訓練実施件数（消火・避難・通報） 件 766 800

令和 2年度 火災予防活動を推進し、火災発生件数を減少する。 直接 自衛消防訓練実施件数（消火・避難・通報） 件 800

令和 3年度 火災予防活動を推進し、火災発生件数を減少する。 直接 自衛消防訓練実施件数（消火・避難・通報） 件 800

市民の協力が不可欠だが意識・意欲の格差が大きいため、広報及び事前通知を強化し臨機応変な対応が必要となる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

住宅火災報知器の設置の推進 住宅火災報知器の設置の推進 住宅火災報知機の設置の推進 住宅火災報知機の設置の推進
自衛消防訓練 自衛消防訓練 自衛消防訓練 自衛消防訓練
火災原因調査 火災原因調査 火災原因調査 火災原因調査
広報活動 広報活動 広報活動 広報活動

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 12.4 12.06 12.06 12.4 12.4
正職員人件費 109,120 106,128 106,128 109,120 109,120

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 109,120 106,128 106,128 109,120 109,120
(11)単位費用

136.4千円／件 132.66千円／件 138.19
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防法及び火災予防条例の改正により一般住宅に住宅用火災警報器の設置が義務化となってから、普及促進及び維持管理 ●①事前確認での想定どおり
指導に取り組んでいるが、継続的に実施することで、市民の防火に対する意識・意欲を高めることになる。また、訓練等 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ を推進することで自主防災組織の地域格差を無くし、災害を最小限に抑えることができることから、市民の安全のために ○要
   背景は？(事業の必要性) 必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

住宅用火災警報器の普及促進及び維持管理指導や自衛消防訓練における指導で、市民の防火意識・意欲の地域格差を無く
し、災害の発生を抑えることができているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 住宅用火災警報器の普及促進及び維持管理指導については、

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 消防法及び火災予防条例に基づき、市が積極的に実施する必
□その他 　促進された 要性がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
766 800 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

積極的に指導を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 768 96
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 106,128 2,992 106,128 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.74

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.75

件 10万円 0.72 96

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は住宅用火災警報器の設置指導や自衛消防訓練における防火指導等、火災を未然に防ぎ市民の生命と財産を守るために重要な事業である
ため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 966 課コード 1004 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・西消防署

個別事業 火災予防業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 80 人 (換算人数 12.06 人）
(1)事業概要

(当　初) 106,128 千円 (うち人件費 106,128 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 市民の防火に対する意識・意欲



、救急救助体制の充実を図り、災害出動時に的確に対応する。
施策目的・

(2)目的 図ります。また、市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救命講習などの講習会を充実させていきます 事業目的
展開方向

。さらに、緊急性のない救急出動については民間の活用を促すとともに、適切な救急要請を行うようＰＲに
・管内の住宅環境、道路事情を把握し、現場到着までの時間短縮を図り災害による被害を最小限に抑える。 通年：出場訓練及び警防調査の実施。応急手当や救急講習など講習会の充実を図る。研修所入校を含め近隣
・我孫子市警防要綱に基づき各種訓練の実施、救急救助技術の習得及び向上を図る。 市町で開催される各種講習会に参加。
・警防計画の見直し、及び更新。 当該年度
・救急講習、自衛消防訓練等で救急車の適正利用を広報する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

入電から現場到着時間８．５分以内の割合 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 61.7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 入電から８．５分以内で救急救助現場までに確実に到達し、救急救命率を高める。 直接 入電から現場到着時間８．５分以内の割合 ％ 60.2 100

令和 2年度 入電から８．５分以内で救急救助現場までに確実に到達し、救急救命率を高める。 直接 入電から現場到着時間８．５分以内の割合 ％ 100

令和 3年度 入電から８．５分以内で救急救助現場までに確実に到達し、救急救命率を高める。 直接 入電から現場到着時間８．５分以内の割合 ％ 100

救急件数の増加による市民サービスの低下が懸念されるため、救急隊の増隊及び市内病院の受け入れ態勢の強化。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

救急・救助業務 救急・救助業務 救急・救助業務 救急・救助業務
各種訓練の実施 各種訓練の実施 各種訓練の実施 各種訓練の実施

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 20.96 20.57 20.57 20.96 20.96
正職員人件費 184,448 181,016 181,016 184,448 184,448

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 184,448 181,016 181,016 184,448 184,448
(11)単位費用

1,844.48千円／% 1,810.16千円／% 2,933.81
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

複雑多様化する救急救助現場において、傷病者に高度な救命処置を行うことで社会復帰の向上を図ることや、中高層建物 ●①事前確認での想定どおり
火災等における救助活動技術の向上及び隊員の安全管理の徹底は、人命救助のために必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

複雑多様化する救急要請に対する迅速確実な救命処置や人命救助は、市民の生命と財産を守る上で必要不可欠な事業であ
る。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 救急は市民からのニーズが非常に高く必要不可欠な事業であ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 り、緊急性のない救急出場を減らすための適正利用について
□その他 　促進された の広報や、市民自身の救命率を上げるための救命講習会の開

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 催等、市が主導で実施する必要がある。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
60.2 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

最寄りの救急隊が出場していることによる管轄外への出場や交通状況の影響等、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 61.7 61.7

時間を要する事案があるため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 181,016 3,432 181,016 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.86

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 最寄りの救急隊が出場していることによる管轄外への出

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 場や交通状況の影響等、時間を要する事案があるため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.06

％ 10万円 0.03 50

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は市民からのニーズが非常に高いため、緊急性のない救急要請や現場滞在時間の長い事案等、課題に対応を図りながら、引き続き推進し
ていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 967 課コード 1004 会計種別 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 救急救助体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・西消防署

個別事業 救急、救助業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 80 人 (換算人数 20.57 人）
(1)事業概要

(当　初) 181,016 千円 (うち人件費 181,016 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70202 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

救急救助体制を強化・充実するため、人員の養成や装備の増強などに努めるとともに、広域での連携強化を 複雑多様化する災害に対応するため



報を円滑に提供することにより活動内容の充実を図る。
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的
展開方向

災害発生時、通信員が災害出動隊に対し、災害対応事前計画、住基情報、要援護者情報、水利情報等を無線 ・年間を通じ、警防計画の更新、新規対象物に対する警防計画の作成。
を使用して迅速に提供することにより、災害出動隊の活動内容の充実を図り、災害を防除し、被害の軽減を ・年間を通じ、水利情報を把握し、必要に応じて活動隊へ情報提供する。
図る。 当該年度 ・必要に応じて東飾消防指令センターと連携を図り、住基情報を活動隊へ提供する。

執行計画 ・必要に応じて市関係課と連携を図り、要援護者情報を活動隊へ提供する。
(3)事業内容 内　　容

災害件数に対する、通信員の円滑な情報提供件数 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 災害出動隊に対し、通信員が円滑な情報提供を行い、活動内容の充実を図る。 直接 災害件数に対する、通信員の円滑な情報提供件数 ％ 100 100

令和 2年度 災害出動隊に対し、通信員が円滑な情報提供を行い、活動内容の充実を図る。 直接 災害件数に対する、通信員の円滑な情報提供件数 % 100

令和 3年度 災害出動隊に対し、通信員が円滑な情報提供を行い、活動内容の充実を図る。 直接 災害件数に対する、通信員の円滑な情報提供件数 % 100

火災等の災害発生時、通信員は１名となることから、円滑な情報提供が困難な場合があるため、非番員等の協力が必要となる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信業務 通信業務 通信業務 通信業務
支援情報の更新 支援情報の更新 支援情報の更新 支援情報の更新

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 6.65 6.45 6.45 6.65 6.65
正職員人件費 58,520 56,760 56,760 58,520 58,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 58,520 56,760 56,760 58,520 58,520
(11)単位費用

585.2千円／％ 567.6千円／％ 567.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年の複雑、多様化する災害に対する初動態勢の確立と、住民が消防に求めるニーズに幅広く対応するためには、消防の ●①事前確認での想定どおり
機軸である指令システムのデータがとても重要である。常にデータを更新し、正確、的確に災害地点を把握することで、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 迅速な初動対応が図られることから、市民の生命、財産を守るために必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

年間を通して水利状況及び目標物等の調査を実施し、指令センターのデータを常に更新することで迅速な初動体制を図る
ことができたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 年間を通して水利状況及び目標物等の調査を実施し、指令シ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ステムのデータを常に更新する必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

マニュアルに則り、迅速、正確な対応をすることができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 56,760 1,760 56,760 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.18

％ 10万円 0.18 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、災害時の初動体制において重要な役割を果たしているため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 968 課コード 1004 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・西消防署

個別事業 通信業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 80 人 (換算人数 6.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 56,760 千円 (うち人件費 56,760 千円）⑦事業費
総事業費 360,480 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 災害発生時、出動隊へ支援情



消防水利の維持管理を行うことにより、迅速で効果的な消防活動体制を整え、
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 火災等から被害の軽減を図る。
展開方向

消防法第２０条第２項の規定及び、消防に必要な水利の基準に基づき、計画的に消防水利の維持管理を行い 毎月　消防水利点検
、火災発生時に支障が生じないようにする。また、消防水利の点検は、毎月行い、点検時に有効水圧、蓋開
閉確認及び水漏れ等の確認をする。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

点検により判明した消防水利の使用可能率＝使用可能消防水利／消防 想定値 100当該年度
水利点検回数 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防水利の確保 直接 点検により判明した消防水利の使用可能率＝使用可能消防水利／消防 ％ 100 100
水利点検回数

令和 2年度 消防水利の確保 直接 点検により判明した消防水利の使用可能率＝使用可能消防水利／消防 ％ 100
水利点検回数

令和 3年度 消防水利の確保 直接 点検により判明した消防水利の使用可能率＝使用可能消防水利／消防 ％ 100
水利点検回数

消防水利を点検し不備があった場合、その都度、修繕依頼を行っているが、同時期に設置された消防水利も多く、老朽時期が重
(7)事業実施上の課題と対応 なってしまうことがある。計画的な修繕や更新が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消防水利の維持管理 消防水利の維持管理 消防水利の維持管理 消防水利の維持管理

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 5.82 5.46 5.46 5.82 5.82
正職員人件費 51,216 48,048 48,048 51,216 51,216

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 51,216 48,048 48,048 51,216 51,216
(11)単位費用

512.16千円／％ 480.48千円／％ 480.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防水利の維持管理については消防法第２０条第２項に定められており、継続的に実施しなければ消防活動に支障が生じ ●①事前確認での想定どおり
るため必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

計画どおりに実施している消防水利の点検及び維持管理は、火災発生時の消防活動において必要不可欠であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 消防水利の点検及び維持管理は、火災発生時に備えて定期的

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に実施する必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおりに実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 48,048 3,168 48,048 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.21

％ 10万円 0.21 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、火災等の災害から市民の生命と財産を守るという目標を達成するために必要不可欠な事業となっていることから、今後も現状どおり
推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1647 課コード 1004 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 消防本部・西消防署

個別事業 消防水利の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 80 人 (換算人数 5.46 人）
(1)事業概要

(当　初) 48,048 千円 (うち人件費 48,048 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 消防活動に重要な施設である



等での使用時に万全の装備体制で臨むことにより市民の安全な暮らしの実現に寄
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 与する。
展開方向

資機材等の点検及び、維持管理を継続的に実施し、災害現場での消防活動体制の確保を図る。 毎朝、資器材の外観点検
毎月、１日、１６日に起動、作動点検を実施

当該年度 修繕については適宜実施
執行計画 ボンベ等の維持管理

(3)事業内容 内　　容

適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 装備資器材を常に良好な状態に保つ 直接 適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） ％ 100 100

令和 2年度 装備資器材を常に良好な状態に保つ 直接 適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） ％ 100

令和 3年度 装備資器材を常に良好な状態に保つ 直接 適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） ％ 100

多くの資機材を維持及び増強するためには、消耗品や修繕等、維持管理にかかる費用の無駄を省く必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

資器材の維持管理 資器材の維持管理 資器材の維持管理 資器材の維持管理

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 6.06 5.9 5.9 6.06 6.06
正職員人件費 53,328 51,920 51,920 53,328 53,328

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 53,328 51,920 51,920 53,328 53,328
(11)単位費用

533.28千円／％ 519.2千円／％ 519.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

災害に対応するための装備、資器材の適正な維持管理は、市民の安全性を確保するために継続的に実施する必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

定期的に装備、資器材の適正な維持管理を実施することで、火災や水害等の災害から市民の生命と財産を守るためための
体制を確保することができたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 災害に対応するための資器材等の点検及び維持管理は、消防

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 機械器具取扱規程に基づき実施しており、市が実施する必要
□その他 　促進された がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおりに定期点検を実施し、維持管理に努めたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 51,920 1,408 51,920 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.64

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.19

％ 10万円 0.19 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は消防機械器具取扱規定に基づき実施しており、災害に対応するための資器材等の点検及び維持管理は、火災や水害等の災害から市民の
生命と財産を守るという目標を達成するために必要不可欠な事業となっていることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1648 課コード 1004 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 消防本部・西消防署

個別事業 消防機械器具の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 80 人 (換算人数 5.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 51,920 千円 (うち人件費 51,920 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 装備品の不良を防ぎ、災害



よる被害を最小限に防止し市民生活の安全安心を確保する。
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的
展開方向

・管内の住宅環境や水利状況、道路事情を把握し、現場到着までの時間短縮を図り災害による被害を最小限 ７月：中高層建物火災想定警防活動訓練
に抑える。 １０月：火災時における警防活動訓練
・我孫子市警防要綱に基づき各種訓練の実施、警防技術の習得及び向上を図る。 当該年度 通年：出場訓練及び警防調査の実施。研修所入校を含め近隣市町で開催される各種講習会に参加。
・警防計画の見直し、及び更新。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

８．５分以内での現場到着率（災害現場まで８．５分以内で到着した 想定値 100当該年度
件数/災害件数） 単位 ％

活動結果指標 実績値 85.7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各種災害に対応できる警防体制の確立を図り、市民が安全安心して生活できる街づくりを目指す。 直接 ８．５分以内での現場到着率（災害現場まで８．５分以内で到着した ％ 85.3 100
件数/災害件数）

令和 2年度 各種災害に対応できる警防体制の確立を図り、市民が安全安心して生活できる街づくりを目指す。 直接 ８．５分以内での現場到着率（災害現場まで８．５分以内で到着した ％ 100
件数/災害件数）

令和 3年度 各種災害に対応できる警防体制の確立を図り、市民が安全安心して生活できる街づくりを目指す。 直接 ８．５分以内での現場到着率（災害現場まで８．５分以内で到着した ％ 100
件数/災害件数）

都市化に伴う高層集合住宅等の増加により複雑多様化する災害に対応するため、消防体制の維持及び更なる警防体制の確立を図
(7)事業実施上の課題と対応 り、装備の充実及び適正な人員配置が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

警防業務 0 警防業務 0 警防業務 0 警防業務
各種訓練の実施 0 各種訓練の実施 0 各種訓練の実施 0 各種訓練の実施

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 8.2 8 8 8.2 8.2
正職員人件費 72,160 70,400 70,400 72,160 72,160

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 72,160 70,400 70,400 72,160 72,160
(11)単位費用

721.6千円／％ 704千円／％ 821.47
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

昭和22年に消防組織法が施行され、これに基づき消防業務を実施している。 ●①事前確認での想定どおり
近年の災害傾向としては、都市化に伴う高層集合住宅等の増加で複雑多様化しており、それらの災害に十分対応できる消 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 防体制の維持及び更なる警防体制の充実・強化を図ることは、市民の安全安心の確保のために必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

各種災害から市民の生命と財産を守るための災害対応訓練は、安全安心な生活の確保のために必要不可欠な事業であるこ
とから、計画的に訓練を実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 消防組織法に基づき、各種災害から市民の生命と財産を守る

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ために必要不可欠な事業である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
85.3 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

８．５分以内で災害地点に到達する、という指標の災害地点には管轄外への出動
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 85.7 85.7

が含まれるため、時間を要し目標値には達成していない
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 70,400 1,760 70,400 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.44

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ８．５分以内で災害地点に到達する、という指標の災害

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 地点には管轄外への出動が含まれるため、時間を要し目

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.14 標値には達成していない。

％ 10万円 0.12 85.71

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、各種災害から市民の生命と財産を守るためには必要不可欠な事業であり、各種災害の対応訓練及び地理・水利の把握による現場到着
時間の短縮等、重要な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1660 課コード 1004 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 消防本部・西消防署

個別事業 災害出動 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 80 人 (換算人数 8 人）
(1)事業概要

(当　初) 70,400 千円 (うち人件費 70,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 市民を各種災害から保護するとともに、災害に



置されている雑草等の除去に関し適正に管理するよう所有者に対し指導すること
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 で火災発生率の軽減を図る。
展開方向

 市内全域において雑草等が繁茂すると予想されるあき地に対して、年間４月、８月、１１月の３回の調査 ４月：該当地を調査
と該当地に通知して適性管理の指導を行う。雑草除去の向上を図るため、所有者等に対し草刈り機の貸し出 ５月：該当地の所有者等へ適正管理の依頼文を通知
しや雑草等刈取事業者の紹介を行う。 当該年度 ８月、１１月：繁茂地の調査（繁茂地には、所有者等へ適正管理依頼文を通知）

執行計画
(3)事業内容 内　　容

空き地の雑草処理率（該当地の雑草処理件数／該当地件数） 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 93

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 空き地の雑草繁茂地を減少させ、火災の発生を軽減する。 直接 空き地の雑草処理率（該当地の雑草処理件数／該当地件数） ％ 92.4 100

令和 2年度 空き地の雑草繁茂地を減少させ、火災の発生を軽減する。 直接 空き地の雑草処理率（該当地の雑草処理件数／該当地件数） ％ 100

令和 3年度 空き地の雑草繁茂地を減少させ、火災の発生を軽減する。 直接 空き地の雑草処理率（該当地の雑草処理件数／該当地件数） ％ 100

空き地所有者が刈り取りを行わない場合も多く、根気強く継続的に刈取りの指導を行う必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

空き地の調査・所有者への指導 空き地の調査・所有者への指導 空き地の調査・所有者への指導 空き地の調査・所有者への指導

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 4.17 4.07 4.07 4.17 4.17
正職員人件費 36,696 35,816 35,816 36,696 36,696

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 36,696 35,816 35,816 36,696 36,696
(11)単位費用

366.96千円／％ 358.16千円／％ 385.12
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市火災予防条例、あき地に繁茂した雑草等の除去に関する条例等により、所有者に対して空き地の適正な管理を指 ●①事前確認での想定どおり
導し、火災もしくは犯罪の発生を軽減することにより、住民の生活の安全が図れるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

我孫子市火災予防条例に基づき、空き地の適正管理を指導することで火災もしくは犯罪の発生を軽減している。市民のニ
ーズも高いことから必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 火災予防条例等に基づき、空き地の調査及び指導をするには

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市が主導で進める必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
92.4 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

担当ごとに計画的に空き地の調査を実施し対応したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 93 93
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 35,816 880 35,816 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.4

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.28

％ 10万円 0.26 92.86

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、火災等の発生を軽減するために、空き地の適正管理を指導するという市民のニーズが高い事業であることから、今後も現状どおり推
進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1662 課コード 1004 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 消防本部・西消防署

個別事業 空き地の適正管理指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 80 人 (換算人数 4.07 人）
(1)事業概要

(当　初) 35,816 千円 (うち人件費 35,816 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 空き地に繁茂し、または放



を実施し、自主防火管理の充実を働きかけ防火安全の確保を図る。
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的
展開方向

消防法第４条、第１６条の５及び我孫子市予防査察規程に基づき、年間定期査察計画をたて、市内防火対象 年間査察計画に基づき：防火対象物の立入検査実施
物に対し立入検査を実施する。防火管理の状況や消防用設備等の管理状況が適正であるかどうか確認し不備 ３月：次年度の年間定期査察計画の作成
がある場合には立入検査結果通知書により指摘し改修計画書により是正を促す。また、重大な消防法令違反 当該年度 通年：違反対象物に対して追跡調査の実施
に対しては公表制度に則り、違反のある建物の情報を公表することで是正の徹底を図る。 執行計画 通年：公表の対象となる違反が認められる対象物に対して違反内容等の情報を報告・公表

(3)事業内容 内　　容

立入検査の実施率（立入検査実施件数／年間定期査察計画数） 想定値 100当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 94.6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 立入検査を実施し関係者の防火意識の向上を図る。 直接 立入検査の実施率（立入検査実施件数／年間定期査察計画数） ％ 84.7 100

令和 2年度 立入検査を実施し関係者の防火意識の向上を図る。 直接 立入検査の実施率（立入検査実施件数／年間定期査察計画数） ％ 100

令和 3年度 立入検査を実施し関係者の防火意識の向上を図る。 直接 立入検査の実施率（立入検査実施件数／年間定期査察計画数） ％ 100

関係者の防火管理に対する認識が低いケースが見受けられるため、防火管理の徹底を図らせ、火災予防の重要性を認識させる必
(7)事業実施上の課題と対応 要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

立入検査の実施 立入検査の実施 立入検査の実施 立入検査の実施
自主防災管理の充実に向けた働きかけ 自主防災管理の充実に向けた働きかけ 自主防災管理の充実に向けた働きかけ 自主防災管理の充実に向けた働きかけ

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 3.5 3.36 3.36 3.5 3.5
正職員人件費 30,800 29,568 29,568 30,800 30,800

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 30,800 29,568 29,568 30,800 30,800
(11)単位費用

308千円／件 295.68千円／件 312.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防法、火災予防条例に基づく事務事業のため、必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

消防法、火災予防条例に基づき防火対象物の立入検査を実施することで、火災の危険や人命の危険等を事前に排除してい
るため必要不可欠な事業である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 消防法、火災予防条例に定められており、市が進める必要が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
84.7 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

定期査察が計画どおりに実施できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 94.6 94.6
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 29,568 1,232 29,568 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

4

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 防火対象物の状況による変更等、定期査察が計画どおり

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 に実施できない部分があったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.34

％ 10万円 0.32 94.12

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、防火対象物の立入検査を実施することで、火災の危険や人命の危険等を事前に排除し、火災が発生した場合の被害を軽減することが
目的であることから必要不可欠な事業であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1680 課コード 1004 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 消防本部・西消防署

個別事業 消防立入検査業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 80 人 (換算人数 3.36 人）
(1)事業概要

(当　初) 29,568 千円 (うち人件費 29,568 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 市内防火対象物に対し立入検査


